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研究成果の概要（和文）：この研究は低流動性社会としての日本、高流動性社会としての米国シリコンバレー、中流動
性社会のフランスで就業する人々の組織間移動、就業観の比較を行ったものである。本研究の対象者は科学技術系の研
究者・技術者である。頻繁な転職が多く、世界中で注目を集めるシリコンバレーでは起業する成功者だけでなく、解雇
や倒産に不安も抱える人々も多かった。しかしながら、分析の結果、組織と長期的な関係を築く日本の研究者、技術者
より、解雇が多いシリコンバレーや中流動性社会のフランスの研究者、技術者の忠誠心の方が高いことが明らかになっ
た。このことから組織に対する忠誠心は勤続の長さでは規定されないことが発見されたのである。

研究成果の概要（英文）：This research is the comparison of the job mobility of people among the 
organizations, and also the comparison of their thoughts about jobs. Comparison has been investigated 
among Japan as low mobility society, US Silicon Valley as high mobility society and France as middle 
mobility society. The target of this research has been both researchers and engineers at science and 
technology fields. In Silicon Valley, the world famous frequent mobility area, there are not only the 
successful entrepreneurs, but also many people who are scared about their lay off or bankruptcy from 
their organizations. Surprisingly from the analytical result, both in Silicon Valley of frequent lay off 
and in France of middle mobility, scientists and engineers show their loyalty to the organization than 
those of Japanese of long term employment system. It is found that the loyalty to the organization is not 
defined by the length of employment.

研究分野： 産業社会学

キーワード： 社会的流動性　転職　専門職　日米仏
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１．研究開始当初の背景 
研究開始当初の背景として、日本ではアメ

リカの高度専門職の労働市場と社会的環境
への分析が十分に行われないまま、施行され
たポスドク 1 万人計画により、高学歴就職浪
人が社会問題となり、何年も経過していた。
そして100年に一度の大恐慌と言われた経済
危機により、高校生、大学生の就職も大変厳
しい状態になっていた。そのような状況の中
で、高学歴者のキャリアパスへの関心はます
ます希薄化し、研究は遅れがちであった。し
かしながら、少資源国家として付加価値が重
要な日本において、新たな知的資源の創出を
担う人々の特性や社会的環境について知る
ことは大変重要な課題であった。 
そもそも専門職は、所属組織の外部に準拠

集団をもっていることが多いため、彼らの行
動や意識は組織との関係だけでなく、社会的
環境も含めた分析を行なう必要がある。そし
て低流動性社会である日本では研究者、技術
者ら専門職でさえ、内部労働市場となりがち
である。欧米の専門職論では彼らは、組織に
依らない専門知識を保有することから、専門
職集団に準拠し、所属組織へのコミットメン
トが低く、自己能力発揮のために組織移動を
いとわないコスモポリタンとされてきたが、
2005 年度に行われた社会階層と社会移動研
究調査でも専門職の正規雇用男性の転職傾
向は、0 回が非常に多く、日本の専門職の低
流動性がうかがえた。 
専門職の転職に関しては、アメリカの研究

職がアカデミックセクターのみならず、政府
系機関、産業界と複数のセクターを行き来す
る流動的な状態を山田正喜子（1981）が著し
ている。また A.サクセニアン（1994）が、
ボストンとシリコンバレーのハイテク企業
の成功に関して研究者、技術者の起業家精神、
彼らを取り巻く社会環境の違いから流動性
の比較を行っている。そして R.フロリダ
（2002）はイノベーションが規範に縛られな
い自由な創造的専門職によって行われてい
るとして、シリコンバレーエリアの開放性、
流動性の高い社会について効果的な指標を
用いて分析している。そして M.グラノベッ
ター（1997）は人々（専門職以外も対象とし
ている）の転職に社会的な紐帯が影響してい
ることを明らかにしている。 
これら欧米の専門職論では自立的に組織

間移動する専門職像が一般的であるが、藤本
昌代（2005）は、日本の科学技術系の研究者・
技術者の移動可能性が、基礎科学系、応用科
学系の学問分野に規定されており、専門職で
あっても自在に動いていないことを示した。
そこには単純に移動可能性が高い職業人と
はいえない低流動性社会の中の専門職像が
描かれている。 
またシリコンバレーに付随したクラスタ

ー研究、産学連携研究は日本にも多く見られ
るが、研究者、技術者のキャリアパス、転職
行動、就業観に関する詳細な研究は少ない。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、高度専門職の転職行動お
よび就業観と社会の流動性の関係について
日・米・仏比較を行い、職業と社会の関係に
ついて検討することである。本研究では専門
職のうち、主に研究者・技術者と組織の関係
について、個人と組織を取り巻く社会的環境
として、社会の流動性の違いによる人々の就
業観、行動の違いを比較する。社会的流動性
の違いは、日本のように内部労働市場型で転
職者が非常に少ない社会を低流動性社会と
し、人々が頻繁な組織間移動による転職を行
う社会を高流動性社会とする。その対象地は
世界的に見ても高度専門職の転職が非常に
頻繁に行われる地域である米国カリフォル
ニア州北部のシリコンバレーと呼ばれる地
域とする。そして頻繁な転職者も長期勤続者
も混在する中程度の流動性社会として高度
専門職が一定数見込めるフランスをヨーロ
ッパでの対象国としている。この 3 つの社会
の人々の意識と行動を比較する。 
 
３．研究の方法 
(1)本研究の視点 

1 つめの視点として、低流動性社会に比べ
て高流動性社会の人々が形成する社会にお
ける規範、就業観、行動が低流動性社会とど
のように異なるのかを詳細に分析すること
に注力する。そして 2 つめに中流動性社会の
技術者の転職行動、就業観の傾向が、高・低
流動性社会の中間的特徴を示すのか、あるい
はどちらかにより近い特徴を見せるのかと
いう点、また、職業的自立性は、社会的流動
性に依存するのかという点について検討す
る。 
 
(2)本研究の手順 
 本研究の手順は、以下の通りである。低流
動性社会の日本の状況はこれまで行ってき
た調査研究によるデータが存在することか
ら、現状以上の追加調査は行わない（次のプ
ロジェクトにおいては、現在行っている日本
の大規模調査の結果も含めて分析に入れる
予定である）。高流動性社会に関しても主に
2010 年までに行ってきた調査によるデータ
を中心に分析を進める。ただし、継続的に現
地を訪れ、新しい情報も追加している。そし
てフランスに関しては現地を訪れ、フィール
ドワーク、現地の研究者との研究交流などに
努め、フランス調査を実現できるようネット
ワークを拡大する。1 つめの研究として低流
動性社会と高流動性社会との比較を詳細に
行う。具体的には質的調査から得られた情報
に関する分析と量的調査から得られた情報
に関する分析を行い、全体的に高流動性社会
で起こっている現象を検討し、低流動性社会
の日本との違いを析出する。2 つめは日本、
米国シリコンバレーの研究者、技術者との比
較を目的に、フランスの専門職として主に技



術者の就業状況、転職に関する状況をフィー
ルドワークで情報収集を行う。そして 3 つめ
は 2010 年に行なっている米国の調査票を修
正し、できる限り共通項目で質問し、比較可
能なデータの収集に努められるよう注意を
払いながら、フランスで量的調査を実施する。 
 
４．研究成果 
 

(1)高流動性社会と低流動性社会の比較分析 
①転職傾向 
 日本の場合、高度専門職は組織に依らない
知識を保有しているのにもかかわらず、就業
先が大企業であることが多く、労働市場の問
題で転職者は非常に少ない。たとえば、社会
学で長らく行われている「社会階層と社会移
動調査研究」の 2005 年研究チームによるデ
ータを分析すると、正規雇用男性で、大企業
従事者、高学歴者、専門職は最も転職しない
属性の人々となる。これは弁護士などの事務
所勤務の専門職でさえ、頻繁な転職は「腰の
据わらない奴」と他の事務所から敬遠される
ことがあるとインタビューでも述べられて
いる。これらから、日本の組織と個人の関係
が長期的な関係を是としていることがうか
がえる。 
 他方、高流動性社会の専門職の転職への価
値意識は、「この地域で同じ会社にいつまで
も勤めている人は、どこからもオファーがな
い人と思われます。転職しているということ
は、周囲から信頼できる人だと思われている、
腕がいいと認められていると評価されてい
るという風に受け止められます」と述べられ
ることが多い。当地の量的調査の結果からは、
高学歴層への調査であるにもかかわらず、ま
た年齢効果があるにもかかわらず、20 歳代で
さえ、2 回以上の転職経験者が回答者の 60%
存在しており、その流動性の高さがうかがえ
る。 
 

 
②就業継続の難しさ 
当地はエージェントや友人、知人による引
き抜きやウェブを利用した自らによる能動
的な転職だけでなく、スタートアップ企業の
倒産や経営の合理化による解雇が頻繁に行
われた結果による失業という受動的転職も
多いのが実情である。量的調査の結果からも
倒産、解雇による受動的転職者は全体の約 3

分の 1 を占め、必ずしも当地がパラダイスだ
けではないことが明らかになった。 
ただし、当地は高度人材の人手不足にある

スタートアップ企業が多いため、リーマン・
ショックのような大恐慌の場合は別として、
ネットワークを通じて次の職場へ移行でき
る者も多い。さらに倒産した経営者もやり直
しのチャンスが与えられるため、何度も会社
経営に挑戦する人々がいる。 
 また当地は移民が多いため、経営者に契約
継続が不要と思われると在留資格を失うた
め、一生懸命働かざるをえない事情もある。
転職を行うにも次の職場には前職のマネー
ジャーの紹介状が必要であるため、よい働き
をしなかった者は、次の職場でよい条件で雇
用されるとは限らない。経営者は怠惰な従業
員を契約継続をしないという選択肢を持つ
一方で、優秀な技術者を他社に引き抜かれな
いために、高度技術者のビザや永住権のビザ
に切り替える手伝いをして、自社との関係性
を強化しようとする。 
 日本の場合、経済恐慌が起こると終身雇用
制度の崩壊と報じられるが、まだまだ就業期
間について明確な契約をしない終身雇用を
前提とした雇用が多い。その中で就業継続は
シリコンバレーに比べて困難ではないが、労
働市場として好条件である所にどんどん転
職を行いやすいという環境にはない。そのた
め、日本の場合は、過去の調査においても、
「会社が自分の能力を発揮できるような仕
事を与えてくれない場合は、留まっても仕方
がない」というような意識を持ちつつ、一度
も転職をしたことがない研究者・技術者が非
常に多い。周囲に頻繁な転職者をよく見る人
は、自分も好条件で転職が可能であると考え
がちであるが、周囲にあまり転職者を見ない
人は、転職による条件低下や新しい環境が今
以上に馴染みにくいものであるかもしれな
いという不安をもち、転職行動を起こさない
ことが多い。 
 
③高流動性社会の人々の組織への忠誠心 
 日本の場合、組織との長期的な関係の中で、
従業員の忠誠心は高まると考えられること
が多く、特に経営理念の浸透に注力している
企業や老舗企業の組織内の規範の共有には、
長期的な関係性が自明視されていることが
多い。そのような組織では、中途採用者は、
組織の「常識」の共有が不十分で、組織に馴
染めないと感じることもある。日本の管理職
調査では、部長職の 80%が転職経験なしの
「はえぬき」であることが明らかになったも
のもある。組織内での上昇を前提とした組織
の従業員の忠誠心は、勤続年数の上昇と共に
高くなると考えられてきた。しかし、経済危
機を迎える度に組織と従業員の関係は危ぶ
まれてきた。 
 そこで、長期的な雇用関係を前提とした日
本の企業に従事する人々と数年の短期的な
関係を前提としたシリコンバレーの人々で

 

表 1 シリコンバレーにおける専門職の転職経験 (%，右端のｶｯｺは度数) 
  転職なし 転職 1 回 転職2回以上 計 
性別 男性 6.7 20.0 73.3 100.0  (75) 
 女性 12.5 18.8 68.8 100.0  (48) 
世代 20 歳代 15.4 23.1 61.5 100.0  (26) 
 30 歳代 10.8 24.3 64.9 100.0  (37) 
 40 歳代 7.5 17.5 75.0 100.0  (40) 
 50 歳代 0.0 11.8 88.2 100.0  (17) 
 60 歳以上 0.0 0.0 100.0 100.0  (4) 
最終学歴 カレッジ卒 6.7 20.0 73.3 100.0  (15) 
 4 年生大学卒 11.5 25.0 63.5 100.0  (52) 
 修士課程卒 4.4 11.1 84.4 100.0  (45) 
 博士課程卒 16.7 25.0 58.3 100.0  (12) 
企業規模 1~29 人 3.4 24.1 72.4 100.0  (29) 
 3~299 人 6.3 25.0 68.8 100.0  (16) 
 300~999 人 11.1 11.1 77.8 100.0  (18) 
 1000 人以上 10.7 17.9 71.4 100.0  (56) 



組織に対する忠誠心の違いを比較した。組織
への忠誠心については、5 段階評定尺度で高
い方が 5、最も低い方が 1 とし、日本で組織
の経営理念教育で有名で筆者が行った調査
組織の中で最も高い忠誠心が見られた A 社
のデータで、平均 3.2 程度であり、他社は 3.1
やそれ以下であった。それに対し、リーマン
ショック直後の調査であったにもかかわら
ず、シリコンバレーの人々の組織への忠誠心
は 3.7 と非常に高い傾向にあった。これは組
織への存続を希望する項目とは区別され、存
続欲求が低い者でも高い忠誠心を持つこと
が明らかになった。このことは、日本人の控
えめな回答と、外国人のストレートな回答傾
向の違いを考慮する必要があるが、少なくと
も日本の研究者・技術者よりも忠誠心が低く
ないことは明らかである。 
 
④高流動性社会の人々の組織への忠誠心規
定要因 
 上記の結果を踏まえて、高流動性社会の
人々の組織への忠誠心を規定する要因につ
いてロジスティック回帰分析を行ったとこ
ろ、以下のような結果になった。 
 

表 2 に示すように、モデル 1、モデル 2 では
転職経験は忠誠心に影響を及ぼさなかった
が、モデル 3 では転職回数が多い者の方が忠
誠心が高いことが明らかになった。また日本
では中高年層の方が忠誠心が高い傾向にあ
るが、高流動性社会では中高年層の忠誠心は
低いことが確認された。さらに、当地の給与
は非常に高いことが前提ではあるが、人々の
忠誠心は興味深い仕事の付与にも影響され
ていることが明らかになった。 
これらの結果のうち、忠誠心に対して交互
作用が見られる年齢と興味深い仕事との関
係を図示したものが、図 1 と図 2 である。図
1 からわかるように従事している専門分野が
興味深くない場合、転職経験が少ない者の忠
誠心は低いが、転職経験が多い者の忠誠心は
高く、マイナスからプラスに転じている。反
対に専門分野が興味深い者は、転職経験が多

い者の忠誠心もややプラス効果があるが、転
職経験が少ない者の方がさらに高い忠誠心
を持っている。転職経験と忠誠心の間には直
接効果は弱い関係しか見られないが、専門分
野の興味深さが影響していることが確認さ
れた。 

また、年齢別で専門分野の興味深さによる
忠誠心の高さを比較したところ、図 2 に示す
ように専門分野が興味深い場合は、年齢にか
かわらず忠誠心が高いが、興味深くない場合
は、若年層も忠誠心が低く、中高年層はさら
に忠誠心が低い傾向が見られた。 

 
⑤考察 
 これらのことから、転職回数が多い人々の
忠誠心の高さは、解雇や倒産の多い社会から
有用な人物だと認められた証という自尊感
情に関わること、つまり「社会的承認の付与」
に対する「組織への互酬性」による忠誠心と
考えられるのである。そして中高年層の忠誠
心が若年層より低いことは、加齢により組織
への愛着が高まる訳ではなく、また若年層の
時に高かった忠誠心が長期的には継続する
とは限らないことを示唆している。当地では
ある一定の年齢、経験を積むと、起業する者
が多い。そのため、この忠誠心の高さは、起
業を夢見て技術的に向上したい若年層が、組
織から承認されたと感じた場合の忠誠心に
限られるのかもしれない。そして、忠誠心と
転職経験の関係は、専門職の場合、興味深い
仕事に従事できていることは、自己の専門性
の向上と直結するため、そのような仕事を与
えてくれる組織との信頼関係は強く、また興
味深い仕事が付与されない組織に定着する
ことは、忠誠心に負の効果をもたらしていた。 
 
(2)フランスの研究者・技術者への調査の結果 
①質的調査 
 フランスは、専門職の場合、技術者におい

 

 

表 2 忠誠心を従属変数としたロジスティック回帰分析の結果 
 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

 B SE B SE B SE 
従属変数 組織への忠誠心(忠誠心低: 0 忠誠心高:1)       
独立変数       
 転職経験(1 回以下: 0 2 回以上:1) -.118 .444 .116 .514 2.546† 1.316 
性別(女性: 0 男性:1)   -.053 .441 -.188 .532 
年齢(35 歳未満: 0 35 歳以上:1)   -1.131* .515 -2.892* 1.227 
移民 (米国生まれ: 0 移民:1)   .085 .543 -.090 .623 
学歴       
カレッジ卒（基準）       
学部卒   .318 .769 .551 .892 
修士卒   .455 .837 .440 .981 
博士卒   -.296 1.017 -.276 1.244 

所得($100,000 未満: 0 $100,000 以上:1)      .752 .603 
企業規模 (300 人未満: 0 300 人以上:1)     -.317 .547 
職場の多様性 (多様性低: 0 多様性高:1)     .137 .758 
新環境への適応性 (適応難: 0 適応易:1)     .517 .527 
専門分野の興味深さ (興味深くない: 0 興味深い:1)     3.011* 1.258 
同僚との信頼関係 (信頼関係低: 0 信頼関係高:1)     -.737 .662 

交互作用項       
専門分野の興味深さ×転職傾向     -4.135** 1.563 
専門分野の興味深さ×年齢     2.424† 1.351 

定数 .405 .373 .683 .800 -.844 1.261 
N 100  100  100  
-2LL 135.988 129.133 105.802 
df 1  7  15  
χ2 .071 6.925 30.256* 
Nagelkerke R2 .001  .090  .351  
†p <.10   *p < .05   **p < .01   



てグランゼコールというエリート養成機関
に入れる者と入れない者との差が非常に明
確である。グランゼコールに入れた者、準ク
ラスの者、一般のエンジニアリング・スクー
ルに入学する者でその後のキャリアパスも
大きく異なる。また、大学はバカロレアとい
う大学入学資格試験に合格すれば、誰でも入
学できることもあり、グランゼコールとの競
争倍率の違いから、大学卒の価値は日本に比
べて非常に低い。グランゼコール出身者は、
国営のエリート企業に就職し、非グランゼコ
ール出身者が勤める民間企業を外注として
雇用するというパワーバランスも見られる。
インタビューで大手国営企業のエリートエ
ンジニアに民間への転職はありうるかと質
問した所、民間企業はお金儲けはできるかも
しれないが、十分なバカンスを取得すること
ができないため、お金のために民間企業に転
職しようとは思わないと述べた。国営企業の
エリートが民間企業に比べて、必ずしも高額
所得を得ている訳ではなさそうであるが（こ
れについては 2015 年度にフランスの官庁デ
ータを詳細に分析する予定である）、職業威
信、福利厚生は国営企業の方が高いようであ
る。 
 フランスでは数学が重視される国柄、日本
よりも技術者の社会的地位が非常に高い。た
だし、フランスは哲学も小学生から必須科目
として学習しており、理系偏重教育を行って
いる訳ではなく、文理融合教育を行っている。 
 
②量的調査 
 2011 年から現地入りして、ネットワーキン
グを行った結果、2012 年に幸運にもフラン
スの技術者に対する大規模調査に参加する
ことを許された。2 万人を越えるサンプルを
得たことから多方面からの分析に耐えられ
るデータを得たことは、本研究成果として特
筆すべき成果である。まず、最初に行ったの
は、低流動性社会、高流動性社会との比較と
して、彼らの就業観、忠誠心を分析した。 
 図 3に示すのは日米仏の技術者の就業観で
ある。左の項目から、解雇に対する不安感、
やりがいのない仕事を与えられるようであ
れば転職する意思、組織の仕事を人一倍する
気持ち、組織に対する忠誠心、現職に留まっ
ている理由は辞めると被る損失が多いため
であるというものである。解雇に対する不安

は日本とシリコンバレーが高く、フランスは
低い。やりがいのない仕事であれば転職する
という意思はフランスの技術者に最も強く
表れている。そして最も興味深いのは、組織
のために人一倍努力するという意識が、シリ
コンバレーとフランスが高く、日本は低い。
シリコンバレーはビザやストックオプショ
ンが影響していると考えられるが、フランス
と日本の傾向差はそれ以外の原因であると
思われる。そして忠誠心に関してもフランス、
シリコンバレー、日本の順になっており、長
期勤続を前提とした日本よりも高流動性社
会、中流動性社会の方が高い忠誠心を持って
いることが明らかになった。 
 
(4)今後の展望 
 今後の展望は、低流動性社会と高流動性社
会の就業に関する比較で析出された知見を
もとに、中流動性社会のフランスについてよ
り詳細な調査と分析を進める予定である。特
に転職、就業観については、当該地域の規範
や制度が大きく影響していると思われるた
め、流動性の影響と元来彼らの社会で持ち続
けて来られた文化的要素などとの弁別を行
えるよう、調査および調査地の理解に努めた
い。 
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